
１．はじめに

近年，気象災害に対する社会の関心が高まっていま

す．気象災害を軽減する有効な対応をとるために，気

象学の研究が大切です．気象学会の会員のなかにも，

気象災害や災害情報に関心を持たれる方々が大勢おら

れると思います．

気象情報に関する，気象の専門家の認識と，社会一

般の理解には，大きな隔たりが見られます．このため

に，情報の持つ意味が誤解され混乱を招くケースがあ

ります．

上記のような誤解・混乱を無くすために，気象情報

の持つ意味・意義を考え，どのような理解が大切か，

などの問題を議論します．さらに詳しい議論について

は二宮（2011）を参照ください．

２．災害と災害対策

2.1 災害の定義

日本語辞書では「災害とは地震，津波，噴火，台

風，洪水，旱魃，伝染病，火災などによって引き起こ

される不時の禍，または，それによる被害」と説明し

ています．災害に対応する英語は“disaster”で，英

語辞典では「災害とは，大きな損害，深刻かつ突然の

不幸を生じる予期せぬ出来事」と説明しています．日

本語と英語では少しニュアンスが異なりますが，「非

日常的な突然の大変な災難」であるとする説明は共通

しています．この説明によれば，日常的に比較的頻繁

に起こる個別的な不幸・災難（一般的・個人的交通事

故など）は災害ではありません．

災害は法規でも定義されています．災害対策基本法

の第１章第２条第１項において災害は，「暴風，竜巻，

豪雨，豪雪，洪水，崖崩れ，土石流，高潮，地震，津

波，噴火，地滑りその他の異常な自然現象又は大規模

な火事若しくは爆発その他その及ぼす被害の程度にお

いてこれらに類する政令で定める原因により生ずる被

害をいう．」と定められています．また，災害を原因

別に「自然災害」と「人為的災害」に大分類していま

す．

2.2 災害対応

自然の脅威を経験した人類は，災害の予防と軽減に

多くの力を注いできました．日本語では，災害対応策

を「防災」と呼んでいます．災害対策基本法の第１章

第２条第２項で，「防災は災害を未然に防止し，災害

が発生した場合における被害の拡大を防ぎ，および災

害の復旧を図ることをいう．」と定義されています．

すなわち，防災は以下の３要素からなり立っていま

す；

a）災害の未然防止(災害防止)

b）災害の被害拡大防止(災害軽減)

c）災害の復旧

もし完全な未然防止策(堅固な建造物の建設，堅固

な防波堤・堤防の建設など)がとられれば，災害軽減

も復旧も不要になるはずです．完全な未然防止が実行

できなければ，被害拡大防止策（避難，救出・救助・

救援，消火など）と復旧が必要になります．

なお，英文の報告・書物では，災害未然防止を

“prevention of disaster”，被害拡大防止を“mitiga-

tion (reduction)of disaster”，“preparation for
 

disaster”と表現しています．したがって，日本語の

防災（対応）の全体を“prevention of disaster”と英

訳するのは誤りです．
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2.3 自然災害と人為的災害

災害は原因によって自然現象に起因する「自然災

害」と人為的原因によって発生する「人為的災害(人

災)」に大別されます．大火，爆発事故，有毒物質の

流出などは人災の代表例です．しかし実際には，それ

らが混合あるいは複合した形態を示します．

自然災害の場合でも，自然現象だけが原因で，社会

と無関係に発現するわけではありません．自然災害の

規模は，その直接的原因となった自然現象の強さ・大

きさだけによって決まるわけではなく，社会的状況に

よっても決定されます．同じ強さの台風が襲来して

も，人口密集地域と過疎地では犠牲者の数は大きく異

なり，建造物の強度によっても異なります．さらに救

援活動の程度によっても異なります．

前回と同程度の台風が襲来したのに，前回に比べて

大きな災害が発生したケースがあります．それは，災

害要注意地域にまで居住地域が拡大したためや，災害

予防対策の基本設備が劣化したためです．逆に，充分

な予防的対策が採られたため前回に比較して被害が大

幅に軽減されるケースもあります．

自然災害の場合でも，災害の様相は社会と深く関係

しています．このため，自然災害と人為的災害の間に

は中間的なグレーゾーンが存在します．直接的な原因

が自然現象であったとしても，対応対策の不備が被害

を増大させれば人的災害として行政当局などの責任が

追及されます．

災害対応の立場からは，地球科学的考究だけでな

く，社会との関連における考究が大切です．

2.4 気象災害

気象災害を急激に進行する災害と長期にわたり進行

する災害に分類する事もあります．

急激に進行する気象災害をもたらす現象(気象擾乱)

としては，台風，低気圧，前線，竜巻，集中豪雨など

が挙げられます．さらに災害の直接的な要因として

は，強風，強雨と，それによってひき起こされる，高

潮（風津波），波浪，洪水，斜面崩壊・地滑りなどが

挙げられます．

長期にわたり進行する気象災害としては，旱魃（干

害），冷夏（異常低温），長雨(多雨)，猛暑(異常高温)

などが挙げられます．

気象学の立場からは，自然災害をもたらす現象（台

風，竜巻，豪雨）の発生メカニズムや物理的性質を研

究し，予測精度を向上させることが重要です．

2.5 災害被害

一般的に，死者・行方不明者数，負傷者数，あるい

は被災者数で災害の程度を計量します．また災害で失

われた建造物，家屋，施設，資財で被害を計ることも

あります．人命損失は幸い減少していますが，財貨の

損失は年を追って増加する一方です．財貨の損失は貨

幣価値の変動と経済発展に伴う財貨の増大によってい

ます．したがって財貨の損失は貨幣価値，物価指数，

GNP，あるいは，国家予算などで基準化（ノーマラ

イズ）して比較しなければなりません．ノーマライズ

しない損害額を調べて，災害の増大と気候変動を単純

に関係付けてはなりません．

３．災害と情報

3.1 災害対応における情報のカテゴリー

災害対応に関する情報には，「災害対応に必要な知

識，データ，報告」及び「それらの伝達（発信）と受

け止め方」の二つの概念が含まれます．災害対応に関

する情報は，緊急時の気象情報や地震津波情報だと思

われがちですが，本来はもっと広い意味を持ってお

り，以下のように分類することができます；

①自然現象と自然災害に関する基礎的情報

自然災害を引き起こす自然現象としてどのような現

象があり，どれほどの頻度で発現し，どれだけの激し

さを持ち，どのような災害をもたらす可能性（過去の

災害事例から知られる）があるのかを，あらかじめ知

るための情報を指します．この情報に基づいて，災害

対応（防災，減災）の計画が立てられ，同時に「想定

外」の事態の可能性も認識されます．各地域の人々

も，この情報によってどのような自然災害が起こりう

るかを知ることができます．なお，隣接地域の自然災

害事例にも教訓を求めるべきです．なぜなら，自然現

象は人為的な行政区画には無関係に発現するからで

す．

大災害時には情報が途絶し，各個人が独自判断で行

動しなければならない事態も起こります．そのために

も過去の大災害の状況を知っておく必要があります．

②災害対応に関する法規と対応計画の情報

災害対応は，定められた法規や計画に従って実行さ

れます．関連法規と計画について，あらかじめ理解

し，何がどのような根拠に基づいて想定され，どの組

織・部門がどのような責任をもって，どのような時点

で，何をするか，を具体的に知るための情報です．重

要な情報であるのに，社会の関心は非常に低いのが実
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情です．法規・計画書が分厚く，官庁的用語・表現で

書かれており一般市民にとって読み難いことも，低い

関心の原因となっています．

③自然現象に関する即時的予測情報

著しい災害をもたらす現象の可能性が予測される場

合に発表される情報と観測事実の速報を指します．そ

の多くは，国土交通省，気象庁から発表され，地域社

会には「防災無線」により知らされるほか，TV，ラ

ジオで放送されます．各種の気象注意報，気象警報お

よび付加的な気象情報がその具体例です．多種類の情

報があるので，あらかじめ各種情報の意味を正確に理

解しておかねばなりません．これらは，災害をもたら

す可能性の高い自然現象についての警戒を伝える情報

であり，避難等を具体的に指示・命令するものではあ

りません．避難（の内容）を具体的に指示することは

各自治体の任務です．

近年の大災害の教訓を活かして「特別警報」が2013

年8月30日から運用されています．これは特に甚大な

災害が予測された場合に発表されます．気象に関して

は「大雨，暴風，高潮，波浪，大雪，暴風雪」の特別

警報があります（気象以外では，火山，地震，津波の

特別警報があります）．これを受けた地方自治体はそ

れを地域住民に必ず伝達する義務があります．特別警

報の意味の充分な理解が望まれます．

④災害対応の行動に関する即時的情報

国や地方自治体等（災害対策本部，警察署，消防署

など）からなされる具体的な行動指示に関する情報

で，避難準備，避難勧告，避難命令などが含まれ，市

町村の防災無線や広報車で知らされます．

⑤被害（損害）状況に関する即時的情報

被害の実情についての即時的情報（災害対策本部な

どから出される）です．避難や救援活動に必要な具体

的情報で，デマなどによる不安・混乱を防ぐためにも

有効な情報です．防災無線や広報車で伝えられる他，

TVやラジオでも放送されます．

⑥減災対応に関する即時的情報

被災地で，どのような対応（避難状態，救援活動，

消火作業など）がなされているか，あるいは，進めら

れているかを知らせるため災害対策本部等から出され

る情報です．減災行動を円滑に進め，被災地の混乱を

防ぐための情報です．

3.2 情報の発信と受信

現実には，それぞれの災害対応情報の意義が充分に

理解されているとは限りません．適切な情報も，タイ

ムリーに伝達されなければ役立ちません．どの組織が

どの組織に，あるいは住民に，どのような方法で情報

を伝達する責任があるかは，法規と防災計画で決めら

れています．

現実には以下のような幾つかの問題点があります；

第１は，非即時的基本情報（①）についての無関心

です．当該地域における自然災害についての事実の理

解が不充分です．知る方法がないとの声もあります

が，日本の自然災害史は廉価の一般的出版物でも知る

ことができます．気象台や地方自治体も災害史を編纂

しています．

第２は，法規・防災計画（②）に対する無関心で

す．関連法規は主管組織のホームページで閲覧できま

すが，関連法規の数が多く，官庁用語で書かれている

ことも，市民の理解を妨げています．府県・市町村そ

れぞれが地域の防災計画を策定し，毎年必要な改訂を

行っていますが，市民の関心が低いのが実情です．

第３は，自然現象に関する即時的情報（③）の複雑

さについての問題です．多くの経験を踏まえて改善が

進められた結果として情報の種類が多岐にわたり複雑

化し，理解を困難にしています．非常時の情報では，

最重要な事項を絞り込むことが大切で，過度の「キメ

細かさ」を求めてはなりません．情報注意報・警報の

発表回数が多く，情報の切実性・切迫感が伝わり難く

なっているという指摘もあります．

激しい自然現象は局地性が強く，現在の観測網で充

分に把握できるとは限りません．現在の予測技術では

詳細・正確な予測情報を提供できるとは限りません．

特に稀な激しい現象についての予測精度は充分であり

ません．このことが利用者に充分理解されていませ

ん．予測情報の精度の限界，誤差範囲，確率表現等の

わかりやすい説明が必要です．

第４は，大災害時には，最も切実な災害情報（④，

⑤，⑥）の伝達が困難となることです．通信が途絶

し，また，被害実況を掌握・伝達し，行動を指示すべ

き市町村の災害対策本部が壊滅して機能不全になるこ

ともあります．

3.3 情報の迅速性と正確性

災害対応情報では迅速性と正確性の両方が求められ

ます．しかし，高い精度を求めれば精査・確認のため

時間を要して連絡・通報が遅れます．迅速性を優先す

れば精査・確認が不充分になり情報の精度が下がりま

す．現場では，常にこの二者択一を迫られています．

実効性を考えれば，正確さを考慮しつつも速報性（精
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度が充分でないと説明して）を優先させ，ついで確定

情報で逐次修正・補完をすることが最善です．

同様に，情報の整合性も問題となります．多くの組

織が関与し，同時進行形で災害の事態が変化している

時，輻輳する個別情報を速報すべきなのか，比較精査

し整合性を確保してから情報を伝えるべきか，二者択

一を迫られます．緊急性を要する情報は，個別情報で

あることを明示して速報し，ついで他のデータとの整

合性を確かめて，確定情報で修正・補完することが最

善です．

この実効的な行動を妨げるのは，非常時における現

実を無視した「無謬性」を過度に追求する社会的風潮

です．不可避的な誤差・不整合性を意識的に煽り立て

る評論家や三面記事的マスメディアの報道が実効性の

ある情報伝達を妨げています．あり得ない「無謬性」，

「完全性」の要求は，有効な情報伝達を阻害すること

になります．

４．長期的に見た気象現象の想定

4.1 想定の必要性と根拠

災害対応に関わるすべての計画・対策では，その対

象範囲を考える事からスタートします．対象の定まら

ない計画・対策はありえないからです．

自然災害対応の場合には，対象とする現象の強度

と，強度別の現象出現頻度が想定の根拠となります．

具体的には，どれだけの強さの現象が，どれだけの頻

度で発現するかの確率が想定の根拠となります．

近代的な気象観測がなされているのは，最近の～50

年間に過ぎません．古い地上気象観測を含めても，

データの得られているのは～120年間に過ぎません．

これらのデータを用いた数理統計学手法（たとえば，

外山・水野（2002），藤部（2010）など），によって自

然現象の最大強度の推定がなされています．しかし，

わずか100年間のデータで，将来起こりうる現象の最

大強度を充分の精度で確定することは困難です．特

に，極めて稀な現象の出現頻度の推定は，数理的方法

を用いても非常に困難です．

著しい大気現象が発現する度に，新事実について多

くの研究報告や論文が発表される事実は，我々の知識

が不完全なことを示しています．過去100年間に観測

されなかった現象が，今後発現しないとする科学的な

保証はありません．

不確実ながら予測される，発現しうる現象の最大強

度は「想定」の一つの根拠となります．弱い現象ほど

頻繁に出現し，強い現象は稀にしか出現しません．強

い現象の出現頻度も「想定」の一つの根拠となりま

す．

数理統計学で推定される出現確率についてですが，

たとえば，100年に１回発現するランダムな確率を，

「再来（現）期間100年」と表現します．なお，100年

間に1回発現する確率は，１年間に，0.01回発現する

確率と同じことです．

「再来(現)期間100年」を「100年周期の発現」や

「100年ごとの発現」と誤解しないで下さい．「再来

(現)期間100年」の現象が今年起きるかもしれないの

です．

過去100年のデータに基づく数理統計学で確実に得

られる「再来期間」の精度は～100年です．500年，

1000年などの「再来期間」の推定は不確実です．研究

者は，この不確実性と，その理由をもっと明確に社会

に説明しなければなりません．

過去の災害・自然現象に激しさを想定の根拠とする

場合，当該地域の過去の最大値だけを基準にする事は

適当ではありません．当該地域周囲の過去データも含

めて，発現可能性を判断しなければなりません．なぜ

なら，まれな現象の発現可能性は特定地点のデータだ

けで判断できないからです．

本節の議論は，「気象現象に関する気象学的想定(予

測)」についての議論であることにご注意ください．

５．災害予防対策における想定

5.1 対応策の現実的な想定

気象学的な統計的予測情報が与えられた時，どれだ

けの予防的対策が採られるべきでしょうか．理想的に

は考えられる最強（最悪）の現象に対抗できる準備が

望まれます．しかし，現実には有限の資財・予算を考

慮して，可能な対応の限界を決めなければなりませ

ん．これは政治・行政・社会の問題で，気象学の問題

ではありません．

ある期間（例えば，今後100年）について，災害対

応に使用する経費（A）と，対策によって減少する損

害（B）を比較して，BがAよりも大きければ，こ

の対策は経済的に有意義と判定され，BがAより小

さければ，無駄と判定されるでしょう．この評価基準

は合理的に見えますが，実際には問題があります．第

一に，どれだけの期間を対象とするかについての任意

性があります．長期間を取るほど，予想される現象の

強度は大きくなり，対応の経費も大きくなります．第
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二に軽減される損害の算定（どれだけの損害が起きる

かの算定）にも，直接的な損害か，２次的損害も含め

るか，などの任意性があります．前例が無いような大

災害についての損害の算定は非常に困難です．特に難

しいのは尊い人命の評価で，社会の価値観で判定する

ことになります．

このように「災害対応の想定範囲」は理論的な原則

論で決めがたいことです．実際には，現実的な予算・

経費・資源を考慮し，関係機関の常識的価値判断で，

対応の想定範囲が決められています．「気象学的な現

象の想定範囲」と「実際に取られる対応策の対処可能

な想定範囲」の関係の概念図を第1図に掲げました．

両者の違いを正確にご理解ください．

幾つかの地方自治体の「防災計画」を閲覧したかぎ

りでは，～50年に一度程度の気象災害を想定している

ようです．現象の程度の表現も「伊勢湾台風級」など

の定性的な表現で書かれているのは，定量的想定は難

しいからです．

難しい問題には万人が納得する解答はありませんか

ら，このような現実的な「想定」も有益です．問題

は，「対応の想定」の根拠がこの程度に曖昧であるこ

と，「対応の想定外」があることが，明記されず意識

されていないことです．

5.2 対応想定外の事態

上記の現実的な判断で「対応の想定」を決めたなら

ば，自動的に「想定外」も定義されたはずです．それ

にもかかわらず，「防災計画」等で，対応想定外事態

の記述も無く，想定外事態への対応にも触れていませ

ん．

防災計画を閲覧するかぎり，想定内の事態は検討さ

れ，対処可能であるようですが，これは想定内の対策

と安全性に過ぎません．本当の大災害は想定外の現象

・事態によってひき起こされます．想定外への対応が

計画されない（できない）ならば，せめて最小限，

「想定外も起こりうる」，「想定外には充分に対応でき

ない」，「想定内の対応策では充分に対処できない」な

どの明記が必要です．

６．激しい気象現象の短時間的予測

大きな気象災害が起きるたびに，TV，新聞で災害

をもたらした現象についての，研究者の説明が紹介さ

れます．たとえば，下層の暖・湿気流の侵入と上層の

寒気の侵入の条件下で豪雨，竜巻の発生が見られる，

竜巻はスーパーセルストームに伴って発生した等と説

明されます．研究会・論文では，詳細なデータ解析で

知られた現象の発生・発達過程が報告されます．最新

の予測モデルによる数値実験で，現象が再現できたと

報告されています．いずれも，気象学研究の素晴らし

い成果で，予測精度の向上に役立つ基礎研究です．

これほど気象学的な理解が深まったのに，なぜ実用

的な予測情報の精度が不充分なのかと疑問を持たれる

方々が少なくありません．この研究成果と実際の予測

精度の差異について考えてみます．

6.1 総観規模場の予測

下層の暖・湿気流の侵入，上層の寒気の侵入などの

総観規模（～1000kmスケール）現象は，ほぼ正確に

予測されます．また，特定の総観規模場の状況下で，

豪雨・竜巻などが発生する確率も知られています．し

かし小スケール現象の発生が確率的であるために，ピ

ンポイント的な細かさで（～10km，～10分の細かさ

で），どれだけの強度の現象が何時発生するかの事前

予測は困難です．特に激しい小スケール現象の確率的

予測の精度は充分ではありません．研究者も研究・技

術の実情や，「ポテンシャル(潜在危険性)予測とピン

ポイント予測の差異」を社会に正確に伝えてくださ

い．

6.2 事後解析と実際の予測

気象学的な理解を深めるためには事後解析は大切で

す．事後解析はすでに事実（答え）を知った後に時間

を遡って調べる解析です．解析すべき場所も期間も，

注目すべき現象も既知ですから，現象の発生・発達過

程を調べることが可能です．

では，事後解析で確認された発生期の状態と類似の

第１図 「現象の想定」と「対応の想定」の
概念図．現象の想定にも不確実性が
ある（二本の太い破線で示したよう
に）．現実的対応策にも限界があり，
対応想定水準を超える「対応想定
外」がある．
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状態があったならば，必ず現象が発現するのでしょう

か．ほとんどの事後解析では，この重要な問題に触れ

ていません．現象発生の条件や前兆と思われる状況が

観測されても，必ずしも現象が発現するとは限りませ

ん．このため実況監視を行っても，何時も，正確な予

測ができるとは限らないのです．

6.3 予測実験と実際の予測

特異現象，あるいは予測精度不良のケースでは，事

後に予測実験が行われます．これも，現象を理解し，

予測精度の改善するために重要な研究です．

事後の数値実験の場合には，初期値の変更，初期時

刻の変更，パラメタリゼーション方式の変更，分解能

増加等，実験設定を変えて，幾つかの実験を行って再

現性を確かめます．しかし，ケーススタディ的な事後

実験の成功は必ずしも，実際の予測の成功を保証する

ものではありません．数値モデルの実際の予測精度

は，多様なケースを含む多数のケースについて確認し

なければならないのです．事後実験の成功が，直ちに

完全な予測の達成を意味しないことも，充分に説明し

てほしいと思います．

6.4 現象のスケールと予測のリードタイム

予測されてから，その現象が発現するまでの時間

(期間)を「予測のリードタイム」と言います．有効な

災害対応を執るためには，長いリードタイムが望まれ

ます．

気象現象では，空間スケールが大きい現象ほど時間

スケールが長く，予測のリードタイムも長くなりま

す．

たとえば，温帯低気圧は数千kmの空間スケールと

数日の時間スケールを持ちます．現在の予報技術では

１日程度のリードタイムが確保されます．

これに対して，個々の積乱雲，竜巻の空間スケール

は数km，時間スケールは～10分のオーダーです．こ

れらについては，充分の精度を持つリードタイムは10

分間程度です．（潜在的可能性予測，確率的予測なら，

数時間のリードタイムが可能です．）この点について

も充分な説明が必要です．

７．社会を構成する各個人の関心

災害防止，災害軽減において，国や自治体の役割と

責任が重要なことは言うまでもありません．しかし，

国・自治体の施策は基本的には国民・地域住民の意思

によって決定されるものですから，私達は日ごろから

災害防止，災害軽減について関心を持ち対応計画に参

画しなければなりません．「あなた任せ」にしてはな

りません．これは，社会を構成する各個人の責任で

す．

情報が高度化・複雑になるほど，その内容・意味を

正しく理解しておく必要があります．実際には，被害

に遭遇するまで，その重要性に気付かないのが実情で

す．また災害に遭遇した直後には関心が高まっても，

時間と共に切実感が風化しがちです．各自治体では

「防災会議」を開き，毎年「防災計画」の改訂を行っ

ていますが，会議を傍聴する市民は非常に少なく，防

災計画を自治体のホームページで閲覧する人も僅かで

す．

また大災害時には，停電や通信回線の障害で，災害

に関する情報が得られなくなることもあり，各人の判

断で行動しなければならない事態も起こります．

また，注意報・警報・特別警報が出ていないから

「安全」であるとは限りません．たとえば，強風や波

浪の注意報が出ていなくとも，幼児の海水浴が安全だ

と保障されているわけではありません．すでに述べた

ように，特に激しい局地的気象現象の予測は常に可能

だとは限りません．

各人が防災に関心と理解を持ち，情報の意味と予測

精度の限界を正しく理解し，特に大災害時には臨機応

変に対応することが非常に大切です．
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